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連結子会社における事業譲受に関するお知らせ 

 

当社は、当社連結子会社である株式会社リビングプラットフォームケア（以下、「LPFC 社」という。）

が、株式会社 HITOWA（以下、「HITOWA社」という。）の運営する埼玉県下の認知症高齢者グループホーム

事業（以下、「本件事業」という。）を、2027年 1月 1日を効力発生日として事業譲受（以下、「本事業譲

受」という。）することについて、HITOWA社との間で合意に至ったことをお知らせいたします。 

 

記 

１． 本事業譲受の目的 

HITOWA 社は、全国において有料老人ホームを中心とする介護事業を約 150 施設展開しているほか、

子育て支援・ライフサポート事業・給食事業など幅広い分野で事業を展開する生活総合支援サービスを

提供する事業法人であります。 

一方、当社グループは、「持続可能な社会保障制度を構築する」をコーポレートビジョンとし、「安心

を育て、挑戦を創る」ことをコーポレートミッションとして、介護事業分野では、連結子会社である株

式会社リビングプラットフォームケア及び他４社において、全国（北海道、宮城県、福島県、茨城県、

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県）にて介護施設 106施設を展開しており

ます。 

  このような状況下、埼玉県下における当社グループの介護事業において、有料老人ホーム 5施設、認

知症高齢者グループホームを 5 施設運営しており、本事業譲受によって認知症高齢者グループホーム

事業を承継することにより、埼玉県内におけるドミナント戦略の強化と、シェア拡大を図る基盤とする

ことを目的としております。 

 

２． 事業譲受の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社 HITOWA 

（２） 所 在 地 東京都港区港南 2-15-3 品川インターシティ C棟 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 兼 CEO  須原 清貴 

代表取締役副社長    宮崎 洋平 

（４） 事 業 内 容 フランチャイズ事業・マーケットプレイス事業・介護事業・給食事業 

（５） 資 本 金 5,000万円 

（６） 設 立 年 月 1997年 2月 

（７） 大株主及び持株比率 相手先の意向により非開示とさせて頂きます。 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 



 

 

 

 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

３． 本事業譲受の概要 

（１） 本譲受事業の内容 

HITOWA社が運営する下記の高齢者グループホーム２施設の運営事業 

高齢者グループホーム「イリーゼグループホーム戸田公園」 

所在地：埼玉県戸田市   居室数：18室（定員：18名） 

高齢者グループホーム「イリーゼグループホーム浦和さいど」 

所在地：埼玉県さいたま市 居室数：18室（定員：18名） 

（２） 譲受事業の経営成績 

譲受事業の直近年度における売上高：189百万円（2026年 3月期） 

※一部の事業の譲受であることから、売上高のみの開示としております。 

（３） 譲受事業の資産・負債の項目及び金額 

譲受事業に係る資産は僅少であり、承継する負債はありません。 

（４） 譲受価額及び決済方法 

① 譲受価額：相手先の意向により非開示とさせて頂きますが、金額は当社の 2026 年 3月期

における連結純資産の 5％未満であります。 

② 決済方法：手元現預金による現金決済を予定しております。 

 

４．当社子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社リビングプラットフォームケア 

（２） 所 在 地 北海道札幌市中央区南 2条西 20丁目 291番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 塩野 隆 

（４） 事 業 内 容 介護事業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 2020年７月 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社リビングプラットフォーム 100％ 

 

５． 事業譲受の日程 

（１） 事業譲渡契約締結日：2026年 8月 17日 

（２） 事業譲渡効力発生日：2027年 1月 1日(予定) 

 

６． 今後の見通し 

本事業譲受による 2027年 3月期の業績への影響は軽微であり、今後開示すべき事項が生じた場合は、

速やかにお知らせいたします。 

以 上 


